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ない（地方自治法第 2 条第 12 項）。地方分権改革という果実を得るためには、地方自治体
関係者は、地方分権一括法で改正されなかった実定法ひとつひとつについても、その解釈
や運用をチェックする必要があるであろう。 






















東京地裁、昭和 33年 7月 31日）であり、もう一つは、沖縄県知事に対する職務執行命令












                                                  
1 正式名称は、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（平成 11年
法律第 87号） 
2 新潟県ホームページ http://www.pref.niigata.lg.jp/koutsuseisaku/1257451473067.html 
 （2009年 12月 21日アクセス） 
3 地方分権一括法により、削除された。 






















 平成 3年法律第 24号により地方自治法が一部改正された後の職務執行命令訴訟の流れは、
例えば都道府県知事が「国の機関としての都道府県知事の権限に属する事務」（機関委任事



















 ア 事案の概要 
 東京調達局長は「日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第 3 条に基く行政協定
の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法」の規定に基づき、内閣総理大臣に対し、
駐留軍の用に供する土地の収用の認定を申請した。内閣総理大臣は、駐留軍の用に供する
ことが適正且つ合理的であるとの土地の収用の認定を行い、昭和 30年 10月 17日付官報で
その旨告示した。 
 
昭和 30年 10月 17日付官報（第 8639号）抜粋 
◎総理府告示第 1462号 
 日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第 3条に基く行政協定の実施に伴う土地
等の使用等に関する特別措置法（昭和 27年法律第 140号）第 5条の規定によって昭和 30
年 10月 14日次のとおり土地等の収用の認定をした。 
 昭和 30年 10月 17日 
    内閣総理大臣 鳩山 一郎 
一 収用する調達局長の名称 東京調達局長 
一 収用する土地等 
 １ 所在地 東京都北多摩郡砂川町字大山道東 228、同所 230のイ号・・・（中略）・・・
       同所 1、264の 1北端より同南端（立川飛行場境界柵）間の道路 





















 イ 一審における争点 
 砂川町長に対する職務執行命令訴訟第一審における主要な争点は、次のとおりである。 
 

































5 現第 42条第 3項 























 ウ 上告審判決 













                                                  
6 杉原丈史「職務執行命令訴訟制度論―その性質・機能からみた司法審査のあり方―」『早
稲田法學』（第 74巻第 2号、早稲田法学会、1999年、126ページ） 

















 エ 差戻し審判決 



















































 ア 事案の概要 
 那覇防衛施設局長は、沖縄県内の米軍用地として提供されている民有地のうち、所有者
らが任意の提供を拒否している部分について、土地の使用権原を取得するため、駐留軍用
地特別措置法9に基づく強制的な使用手続を行うこととし、平成 7年 3月、同法に基づく 4 







する特別措置法」（昭和 27年法律第 140号）の略称。 






























                                                  
10 沖縄県における駐留軍用地特別措置法の適用については、拙著『概説 基地行政法―基地
行政のデュー・プロセス―』28ページ参照。 
















 なお、本判決は、平成 3年法律第 24号による改正後の地方自治法下における初めての機
関委任事務に関する判断である。 
 









































                                                  
14 前掲「沖縄県知事による米軍基地用地強制使用の代理署名の拒否と職務執行命令訴訟」
77ページ 











































































                                                  
15 前同 






























































び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない」（地方自治法第 1条の 2第 2項）。 
「地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づき、かつ、国と地方公共団
体との適切な役割分担を踏まえたものでなければならない」（同法第 2 条第 11 項）。「地方
公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて、かつ、国と地方公共団体と
の適切な役割分担を踏まえて、これを解釈し、及び運用するようにしなければならない」（同





































 ア 委員会の位置づけ 
 地方公共団体に対する国の関与に関する争いを処理するため、総理府（中央省庁再編後
は総務省）に国地方係争処理委員会20を置く（地方自治法第 250条の 7第 1項）。委員会は、
委員 5人をもつて組織され（同法第 250条の 8第 1項）、委員は、優れた識見を有する者の
うちから、両議院の同意を得て、総務大臣が任命する（同法第 250条の 9第 1項）ため、
一定の独立性が保障されている。 
 
 イ 委員会の審査及び勧告 
 地方公共団体は国の関与に不服があるとき21は、委員会に対し、国の行政庁を相手方とし
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申出があつた日から 90日以内に行わなければならない（同条第 5項）。 
 
 ウ 勧告を受けた国の行政庁の措置、委員会の調停 
 委員会の勧告があったときは、当該勧告を受けた国の行政庁は、当該勧告に示された期
間内に、当該勧告に即して必要な措置を講ずるとともに、その旨を委員会に通知しなけれ
ばならない（同法第 250の 18第 1項）。委員会は、審査の申出があった場合において、相
当であると認めるときは、職権により、調停案を作成して、その受諾を勧告することがで
きる（同法第 250の 19第 1項）。 
 







の 5第 1項）。 
 
 
                                                  
22 宇賀克也『地方自治法概説』（有斐閣、2007年、239ページ） 
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５ 国地方係争処理委員会平成 13年 7月 24日勧告 
 ア 事案の概要 
 平成 12 年 12 月、横浜市は法定外普通税として勝馬投票券発売税を新設する条例案を可
決した。同税は同市内の勝馬投票券発売所における勝馬投票券の発売に対し、その発売を
行う者（日本中央競馬会）に課され、同市内の勝馬投票券の発売額から払戻金等に市内の






 イ 勧告の要旨 
 国地方係争処理委員会は、勝馬投票券発売税の新設に関する横浜市からの協議の申出に
対する総務大臣の不同意は、自治法及び地方税法で定める協議を尽くさずになされた点に
瑕疵があるものと認め、総務大臣はその不同意を取り消し、平成 12年 12月 21日付けの横
浜布からの協議の申出について、同市と改めて協議をすることを勧告した25。 
 










                                                  
23 市町村は、市町村法定外普通税の新設又は変更（市町村法定外普通税の税率の引下げ、
廃止その他の政令で定める変更を除く。）をしようとする場合においては、あらかじめ、総
務大臣に協議し、その同意を得なければならない（地方税法第 669条第 1項）。 
24「国と地方との係争処理―勝馬投票券発売税」（地方自治判例百選［第三版］、別冊ジュリ
スト 168号、204ページ） 














性及び自立性に配慮しなければならない」（地方自治法第 245条の 3第 1項）から、ここに
総務大臣の裁量権を限定する要請が示されることになるのである。総務大臣の不同意は「許















 オ 勧告の検討 
 勧告がその冒頭で「地方自治法 250条の 14第 1項の規定に基づき、別添の通り勧告する」
と述べたことから明らかなように、地税法 669 条の定める法定外税の新設変更に関する同
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 争点①について、勧告は、本件同意制度は、地方自治法上の関与の一つとし第 245条第 1
号ニで規定された関与類型のひとつである「同意」にあたるとした。地方自治法上の「同
意」は、協議の結果、合意に達することを要するとされる30。しかしながら、両当事者が対




















象的な文言を繰り返すだけでは、自治法第 250 条の 2 の要請にこたえるものでないことは
明らかである。」と述べ、委員会は明白に「手続上の暇庇」があると認めた。総務大臣の再



































 カ 小括 
 国地方係争処理委員会の勧告は１件のみであり、国の関与に関する訴訟が提起された例













                                                  
34前掲「勝馬投票券発売税の新設に同意しなかった総務大臣に対して、国地方係争処理委員
会が協議の再開を勧告した事例」171ページ 
